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　本日は，防災科学技術研究所の第 10 回成果発表会においでい
ただき，まことにありがとうございます。
　昨年の１年間を振り返ってみますと、2 月後半には関東地方が時な
らぬ大雪に見舞われて社会が大混乱したのに続き、8 月には台風や
前線の影響によって北陸から四国にかけての広い範囲で豪雨による
災害が多発し、とくに広島では激甚な土砂災害が発生して大きな被
害を与えました。また、9 月末には御嶽山が突然噴火して戦後最悪
の火山災害となってしまったことは記憶に新しいところですし、11 月
には長野県北部で活断層型の大きな地震が発生しました。
　このように、わが国は様々の自然災害に襲われる機会が非常に多
く、国土を災害に強い強靭なものに変えていくことが強く求められています。当研究所としては、
災害の軽減に向けたハード・ソフト両面における研究開発を積極的に進め、社会の安全と安心
に寄与する成果を産み出してゆくことが一番の責務であると考えております。
　このような出口戦略を念頭におき、昨年 10 月には「レジリエント防災・減災研究推進センター」
という新たな組織を所内に発足させました。これは、内閣府の総合科学技術・イノベーション
会議が、府省の枠や旧来分野の枠を超えてその推進を主導する「戦略的イノベーション創造プ
ログラム（SIP）」の10 課題のひとつである「レジリエントな防災・減災機能の強化」について、
当研究所が中心的な役割を担うことになったための措置です。今後は、この新しいセンターを
核として研究成果の社会実装に努め、災害に強い社会の実現に向けて貢献を果たしてゆく所
存です。
　さて、本日の講演会では、まず第1部「最近の災害の様相とそれへの対応」の中で、火山、
雪氷、土砂の 3 分野について、最新の研究事例を御紹介します。そのあと、本日はひょうご震
災記念 21 世紀研究機構の五

い お き べ

百旗頭理事長をお招きして、「大災害の時代」と題する特別講演
をお願いしております。五百旗頭先生は、東日本大震災の復興構想会議議長として、また復興
推進委員会の委員長として御高名であります。そして最後に、講演の第 2 部 「災害・防災研究
の新たな展開」では、耐震、地震、社会防災の 3 分野で、これからの研究方向を述べさせて
いただきます。
　本日の成果発表会が，私ども防災科学技術研究所に対する皆様の御理解を新たにしていた
だける一助となれば，まことに幸いであります。また、皆様には，今後とも当研究所に対する
暖かい御指導と御支援を賜りますよう，どうぞよろしくお願い申し上げます。

ごあいさつ

独立行政法人
防災科学技術研究所
理事長　岡田 義光
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　「火山活動の観測予測技術開発」という課題のもと、2011 年４月より始まった第３期中期研究計画が４年
目を迎えた 2014年９月27日御嶽山で水蒸気噴火がおこりました。死者および行方不明者は、60名以上（同 
年10 月 28 日時点）を数え、マスコミの言葉を借りれば、戦後最悪の火山災害でした。また、近代的な火山
観測が始まった明治以降では、1926 年十勝岳噴火によって生じた 144 名の犠牲者につぐ数の人命を失う災
害となってしまいました。
　今回の成果発表会では、防災科研の観測網で捉えられた各火山の噴火記録や研究成果について口頭と
ポスターで紹介します。紹介する主な火山は、2014 年末現在、噴火警報が発表されている霧島山、桜島、
御嶽山、阿蘇山、口永良部島、西之島、草津白根山、十勝岳、吾妻山、三宅島、諏訪之瀬島、硫黄島、
福徳岡ノ場の13 火山のうち、口永良部島、御嶽山、霧島山、阿蘇山を予定しております。
　御嶽山噴火に関しては、火山噴火予知連絡会や日本火山学会秋季大会に発表した火山近傍で観測され
た地震計や地殻変動記録を紹介します。口永良部島の噴火に関しては、火口から２km 離れた地点の地震
記録の他に、噴火発生翌日に撮影された写真や島民の皆さんから聞かせていただいた当時の状況について
も併せて報告する予定です。
　霧島山新燃岳では 2008 年から 2010 年にかけ小規模な水蒸気爆発が続き、2011 年に本格的なマグマ噴
火が発生しました。防災科学技術研究所は、霧島山体に整備した GNSS データを解析することによって、
一連の噴火活動に伴うマグマ蓄積の増減をモニタリングしてきました。噴火から約４年が経過した現在の地
殻変動観測結果を報告します。
　阿蘇山では、2014年 11 月 27 ～ 28 日の降灰によって熊本空港の発着便が欠航や行き先変更などの影響
が出ました。阿蘇山中央火口丘に整備された火山観測施４カ所では、火山性微動等が観測されています。
また、日本全国に展開する広帯域地震観測網 F-net では、阿蘇山の火山活動に相当する長周期の振動が
繰り返し記録されました。
　防災科研の火山観測研究は、火山近傍の観測点だけではなく、全国に展開した広域観測データを組み
合わせ、さらには現地での地質学的な調査（ポスター参照）を新たに始めることで、噴火活動のモニタリン
グやメカニズム解明に関する研究を強化し、噴火災害の軽減に寄与していく予定です。
　なお、末文となりましたが、御嶽山 2014 年噴火の犠牲者の方々にご冥福をお祈りするとともに、被害に
遭われたすべての方々にお見舞い申し上げます。

防災科学技術研究所で観測された2014年火山活動
地震・火山防災研究ユニット　棚田 俊收

　防災科研雪氷防災研究センターは、
昨年 12 月で創立 50 周年を迎えました。
昭和 38 年に犠牲者 231 名という最悪
の雪氷災害に見舞われ、国の豪雪地帯
対策審議会や衆議院災害対策特別委
員会から、雪害およびその対策につい
ての試験研究に関する決議が提出され、

「雪の総合研究所」構想が持ち上がりま
した。昭和 38 年 4 月に科学技術庁に
設立された防災科学技術センターの組
織の中に雪害実験研究所が新潟県長岡
市に昭和 39 年 12 月、山形県新庄市に
新庄支所が昭和 44 年 10 月に開設され
ました。それ以降、昭和 56 年、59 年に代表されるような大雪やモータリゼーション、高齢化などの社会情
勢の変化に合わせ、研究がなされてきました。その後、平成に入り比較的雪の少ない時期が続きましたが、
平成 17 年以降、平成 18 年、20 年、21 年、22 年とここ 10 年間は大雪となることも多くなっています。雪
氷災害による犠牲者数は、平均で１年あたり約 160 名に及びます。とくに最近は時間的・位置的に集中して
降雪が多くなる「集中豪雪」も多くなっています。昨年平成 26 年 2 月には、南岸低気圧によって関東甲信
から東北地方太平洋側、北海道道東地方にかけて大雪となり、死者 26 人，負傷者 1000 人以上，約 1,700
億円の農業被害，数千か所の建物被害，150 万戸の停電，130 地区以上の長期孤立など人的・物的・社会
的に大きな被害となり、普段雪の多くない「非雪国」でも大雪災害が発生しています。昨年 12 月初旬には
四国徳島県西部でも大雪となり、死者 3 名、長期の孤立・停電が発生しました。この災害では、0 ～ 1℃前
後の気温での降雪で湿っていて非常に付着しやすいため、樹木への「着雪」⇒大量降雪による「冠雪」⇒
樹木のバランスが崩れ「倒木」⇒大量の倒木のため「除雪困難」⇒「長期孤立」という被害が発生しました。　
　このような集中豪雪や水分を含む湿雪による災害や非雪国を含めた雪氷災害を防ぐためにはハード対策
だけでは、経済的にも時間的にも難しく、ソフト的対策を組み合わせた対策を推進することが必要です。防
災科研では、降雪・積雪の状態をコンピューター上で再現して災害発生危険度の予測を行う「雪氷災害発生
予測システム」を開発してきました。また、レーダーの観測データと積雪深、吹雪発生状況、斜面積雪の移
動状況などの監視データなどを組み合わせながら、降積雪分布、積雪の状況、雪崩・吹雪・着雪危険度な
どをリアルタイムで予測する手法の開発も進めています。今後はこれらの技術を非雪国にも応用できるよう、
雪氷災害対策に携わる国や自治体、民間、交通関係者等との連携も深めつつ進めていく予定です。

雪氷災害研究50年
昨今の大雪も踏まえた総合的な雪氷災害軽減システムの構築

雪氷防災研究センター　上石 勲
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平成 25 年伊豆大島と平成 26 年広島で記録的な豪雨による大きな被害を伴う土砂災害が連続して発生しま
した。これらの被害が大きくなったのは地盤の脆弱性に加え時間雨量50mmを超えるような豪雨が数時間
降り続いたことが大きく関係しています。一方でゲリラ豪雨と言われる短時間豪雨 (時間雨量50mm 超) が
観測されることが多くなるなど，雨の降り方が変わってきたとも言われています。また気候変動に関する政府
間パネル (IPCC) の最新の報告でも，今後短時間での強降雨は増えるとの指摘があります。今後このような
今までの経験が通じない極端な環境下，我々はどのように災害に備えればいいでしょうか？
　現在このような取り組みの一つとして，危険と判断されている斜面及び重要性の高い構造物が周辺にある
斜面では，モニタリングによる個別斜面の崩壊リスク評価の必要性も指摘されています。しかし，まだ一般
的で気軽に利用できる実用的なモニタリング技術は確立されていません。そこで，防災科研で取り組んでい
る大型降雨実験施設を用いたセンサーによるモニタリングを用いた危険度評価技術に関する研究の取り組み
を紹介します。センサーによる斜面崩壊の予測は古くて新しい課題であり，特に個別の斜面の崩壊予測手法
は降雨及び伸縮計を用いた手法が確立された後，他の技術を用いた実用的手法としては確立されていませ
ん。それは斜面の崩壊時のメカニズムが斜面地盤の構造の複雑さと不均質性そして降雨による地盤内の水
の貯留状況に依存し，その把握が難しいことにより個別斜面の崩壊危険度の予測を難しくしています。一方
で，安価で高精度なセンサーや通信システムが高度化し，ＩＣＴの進化により斜面での変化を把握し易くなっ
てきました。今後は，このようなシーズを育てニーズに応じた実用的な斜面のモニタリングシステムの構築が
できるようになれば，今後の防災対策もきめ細かな対応が可能になります。
　このような多分野に渡る研究を推進するため，防災科研では平成 25 年 4 月よりゲリラ豪雨対応にするた
めに大型降雨実験施設を大幅に更新しました。それを活用し同年 8月に公開斜面崩壊実験を行ないました。
広島土砂災害発生直後だったということもありプレス各社 30 社以上を集めて行われました。特にこの実験
ではセンサーによる崩壊予測手法の検証を目指し民間企業 7 社と日本地すべり学会が参加して行われまし
た（写真参照）。今後，さらにこのような取り組みを深化させ，産官学が一体となった取り組みを進めて成
果の普及に努めたいと思います。また防災科研では土砂災害研究として，全国地すべり地形分布や災害調
査，地盤モデルなどを用いた崩壊リスク研究も進められています。さらに国際的共同研究として JICA/JST
による地球規模課題プログラムを通じて，マレーシアとの土砂災害被害軽減研究が進められており，モニタ
リングや危険度評価などの技術移転が行われています。防災科研では，今後もこれらのような研究を通じて，
防災減災に対して貢献していきたいと思います。

土砂災害研究と減災対策
水・土砂防災研究ユニット　酒井 直樹

写真：崩壊後斜面とセンサー群

昭和 42 年  3 月 京都大学法学部卒業
昭和 44 年  3 月 京都大学大学院法学研究科修士課程修了
昭和 62 年  3 月 法学博士 ( 京都大学 )
昭和 44 年  4 月 広島大学助手・講師・助教授（政治史･ 外交史 ) ( 昭和 52 年 7月まで )
昭和 52 年  8 月 米国ハーバード大学客員研究員 ( 昭和 54 年 8 月まで )
昭和 56 年 10月 神戸大学法学部教授 ( 日本政治史･政策過程論 )( 平成 18 年 7月まで )
昭和 60 年  4 月 放送大学客員教授 ( 日本政治外交史 )( 平成 2 年 3 月まで）
昭和 62 年  4 月 東京大学社会科学研究所客員教授 ( 日米関係 )( 平成 2 年 3 月まで）
平成  2 年  3 月 英国ロンドン大学客員研究員 ( 平成 3 年 1 月まで )
平成 12 年  4 月 神戸大学大学院法学研究科教授 ( 平成 18 年 7月まで )
平成 14 年  4 月 米国ハーバード大学客員研究員 ( 平成 15 年 3 月まで）
平成 18 年  8 月 防衛大学校校長 ( 平成 24 年 3 月まで )
平成 24 年  4 月 公立大学法人熊本県立大学理事長 （現在に至る）
平成 24 年  4 月 公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構理事長 ( 現在に至る)

学会及び社会における主な活動：平成10年10月 日本政治学会理事長(平成12年10月まで）、平成11年4月 小
渕内閣「21世紀日本の構想」懇談会外交分科会座長、平成16年4月 小泉内閣「安全保障と防衛力に関する
懇談会」委員、平成19年10月 福田内閣「外交政策研究会」座長(平成20年9月まで）、平成20年1月 福田内閣
「防衛省改革会議」委員(平成20年9月まで)、平成23年4月 菅内閣「東日本大震災復興構想会議」議長(平成
24年2月まで）、平成24年2月 復興庁「復興推進委員会」委員長（平成25年2月まで）
著書：『米国の日本占領政策(上)(下)』(昭和60年､サントリー学芸賞）、『日米戦争と戦後日本』(平成2年､吉田
茂賞）、『占領期―首相たちの新日本』(平成10年､吉野作造賞）、『戦後日本外交史』(編著･平成11年､吉田茂
賞）、『日米関係史』(編著･平成20年）、『歴史としての現代日本』(平成20年､毎日新聞社書評賞）、『日本は
衰退するのか』(平成26年）
現在、毎日新聞に「大災害の時代」を連載中

特別講演　大災害の時代

五百旗頭 真
公立大学法人 熊本県立大学理事長

公益財団法人 ひょうご震災記念 21 世紀研究機構理事長
神戸大学名誉教授　防衛大学校名誉教授

昭和 18 年生まれ　文化功労者

講演者ご略歴　

い　  お　  き　べ　　  まこと
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　大地震発生時の避難拠点となる学校体育館などの大規模建築物については、避難拠点として災害発生後
も使用可能であり、災害発生後の余震にも耐えうる施設であることが求められます。しかし、東日本大震災
では本震に加えて最大震度 6 弱以上の余震が多数回発生し、学校体育館などでは構造部材や天井材等の
非構造部材、照明等の設備機器の被害等により、地震後の避難拠点としての機能を満たさない事例が多数
報告されました。特に天井等の非構造部材の損傷・落下被害は、人命保護の観点から、あってはならない
事象であり、最優先で対策されるべき課題であるといえます。
　これらの被害を受け、関係各機関では様々な対応が進められていますが、防災科学技術研究所では、
学校体育館などの天井落下被害軽減技術や対策の提案を行うことを目的とし、「学校施設における大空間
建築物の実験研究プロジェクト」を立ち上げました。このプロジェクトの一環として、地震に対する対策のな
い既存の天井 ( 未対策天井 ) を模擬した試験体による吊り天井の脱落被害再現実験と、平成 26 年 4 月に
施行された脱落対策が施された吊り天井 ( 耐震天井 ) の耐震余裕度検証実験を実施しました。
　実験に使用した試験体は、平面寸法 18.6m× 30m の山形屋根を有する中小学校などで使用される体育
館を模擬したものであり、バスケットコート（28m×15m）ならば 1 面，バレーコート（18m× 9m）ならば
2 面確保することが出来る大きさです。試験体内部には、屋根面と同じ勾配を有する吊り天井を設置しました。
この実験では、東日本大震災での観測記録などを使用して加振し、実際の体育館の挙動と天井の脱落被
害を再現し、天井が脱落に至る過程を詳細に記録しました。
　未対策天井は、天井の周囲などの隙間 ( クリアランス ) や斜め部材などによる振れ止めのない天井であり、
屋根勾配に平行になるよう施工しました。天井が勾配を持ち、クリアランスがないという条件では、天井が
地震力を受けることにより頂部が持ち上がるような力が生じることで、ハンガーと呼ばれる天井をつり下げる
金具が外れ、外れたハンガーの周囲の金具の負担が増加した結果、これらの部材を接合する金具の破損
が次 と々生じ脱落するというメカニズムを明らかにしました。
　一方、耐震天井では、平成 26 年 4 月に施行された技術基準に従い、各接合部の強度を向上させ、各部
材が正しく緊結するとともに、天井面の揺れを抑えるための斜め部材が取り付けました。また、天井面の揺
れによって周囲の壁等への衝突を回避できるよう隙間 ( クリアランス ) が設けられています。今回の実験によ
り、各金具・部材の耐力評価により、各天井の
耐震性能を評価できること、各金具・部材の耐力
のバランスにより仕上げ材が脱落に至るメカニズ
ムが異なっていることを明らかにしました。
　今回の実験により、天井が脱落するメカニズム
の一部を明らかにすることができ、耐震天井がそ
れなりに有効であることも確認できましたが、大
地震にも耐えられる高耐震天井の開発が求めら
れるとともに、天井以外の外壁、窓サッシ、バス
ケットゴールなどの設備等、耐震対策の不足した
非構造部材の対策も急務であり、これらの技術
開発も続けていく予定です。

実戦研究へ　体育館の天井落下とその対応
兵庫耐震工学研究センター　佐々木 智大

　地震は地下で発生するため、その正体を直接自分の目で確認した人は誰もいません。しかしながら、地
震が起こると地面が揺れます。地震の規模が大きい、あるいは地震がごく近くで発生すると、激しい揺れ
に襲われ、様 な々被害が発生します。「どのような地震がおこったのか？」がわかれば、「なぜこのような被
害が起こったのか？」「どうしたら，このような被害は軽減出来るのか？」といった疑問に対して、科学的ア
プローチにより解決していく道筋を考えることが可能となります。
　では、どうしたら、「どのような地震が起こったか」を知ることができるでしょうか？ 
　地震は、地下で発生する断層運動 ( 断層がずれていく動き) として理解されています。地下のどの部分が
どれだけのずれ ( 食い違い変位 ) を生じたのかを調べるため、従来から地震波を用いた解析が行われてき
ました。地震が発生すると、地面が揺れます。その揺れを機械 ( 地震計 ) で正確に記録し、解析すること
で、地震波を出した大本に迫ろうというアプローチです。Hi-net, F-net, KiK-net や K-NET のデータは、こ
のような目的で活用されています。しかしながら、地震発生地点では、地震波を使ったアプローチのみでは
解明出来ない現象が起こっています。
　計算機および計算科学の進歩により、地震の発生を計算機上で詳細に再現することが可能となりました。
実際の地震を再現するにあたっては、地震波形解析から得られる情報では不足しており、いくつもの知識
を追加して、シミュレーションしなければなりません。しかしながら、地下で発生する地震の現象を直接測
定した人はいませんから、地震を模擬した現象からのアナロジーにより追加する情報を用意する必要があり
ます。
　地殻活動の観測予測技術開発プロジェクトにおいては、実スケールにより近いメートルスケールの大型岩
石試料を用い、地震発生を模擬した環境のもとで岩石摩擦実験を行い、どのようなパラメータがどのように
地震発生をコントロールするかを調べる研究を行っています。
　防災科学技術研究所がつくば本所に所有している大型振動台を用いて、地震発生を模擬した岩石摩擦
実験を行い、地震発生を実験室において再現しました。15m 四方の振動台上に、長さ2m の岩石試料を
２本重ねて配置し、振動台の推進力を用いてそれらの岩石試料の間に食い違い変位 ( 地震すべり) を生じ
させます。その際に取得したデータを詳細に解析し、地震発生に関係するパラメータを調査しています。
　本講演では、実験の様子を簡単に紹介した後、実験によってどのような情報を引き出すことができたか、
その情報は、地震発生シミュレーションにどのように貢献するのか、それらのパラメータを用いると実際の
地震がどのように再現されていくのか、といった話題を提供したいと思います。

図1　大型二軸摩擦試験機の全体写真(幅約8m、高さ約2.5m)

地震発生メカニズムに迫る
地震・火山防災研究ユニット　福山 英一
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　我が国は、その地学的環境から、地震、津波、火山噴火、地すべり、風水害、雪氷災害など、自然災
害の多い国です。自然災害による被害を軽減することは、我が国にとって最重要な課題の一つとなっていま
す。
　このたび、防災科研では、内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の一課題である「レジ
リエントな防災・減災機能の強化」において、「津波予測技術の研究開発」、「ICT を活用した情報共有シス
テムの研究開発及び災害対応機関における利活用技術の研究開発」、「災害情報収集システム及びリアルタ
イム被害推定システムの研究開発」の 3 つの課題の研究開発機関として、また、「豪雨・竜巻予測技術の研
究開発」の共同研究開発機関として提案課題が採択されました。
　この SIP 研究開発において中心的役割を担うことを目指して、組織的な研究開発への取り組みを強化す
るために、その拠点として「レジリエント防災・減災研究推進センター」を設立することとなりました。
　特に、災害時の対応に資する研究開発として、「府省庁連携防災情報共有システムとその利活用技術の研
究開発」では、国全体で状況認識を統一し、的確な災害対応を行うために、各府省庁、関係機関、自治
体などが運用する災害関連情報システム間を連結し、情報を多対多で相互に共有して、統合的な利活用を
実現する中核的役割となる「府省庁連携防災情報共有システム」と、災害派遣医療チームの派遣判断等の
保健医療支援及びため池決壊による氾濫予測等のため池災害への対応をパイロットケースとした「共有され
た情報の利活用技術」の研究開発を行うことを予定しており、また、「リアルタイム被害推定・災害情報収
集・分析・利活用システム開発」では、災害発生時の迅速な初動体制の確立や災害対応に資するため、地
震、津波、豪雨等を対象に被害全体をリアルタイムに推定、状況を把握することで概観でき、かつ詳細な
推定により町丁目単位でも利用可能な、高精度なリアルタイム被害推定・状況把握システムを構築するととも
に、衛星データやソーシャルメディアなどの各種情報分析により確定的な災害状況把握を可能とするシステム、
およびそれら情報を利活用するためのシステムを開発することとなっております。
　防災科研においては、これまでの研究実績を踏まえつつ、防災科学技術に対する社会からの期待に応え
るため、基盤的な研究開発のみならず、それら研究成果の社会実装に向けた取り組みを強化することが必
要であると私は考えております。
　レジリエント防災・減災研究推進センターの設立が、SIP 課題「レジリエントな防災・減災機能の強化」
に貢献できると共に、今後の防災科研の機能強化にもつながる第1歩となるよう全力を尽くしたいと思います。

災害に強いレジリエントな社会を目指して
レジリエント防災・減災研究推進センター長　藤原 広行

ポスター発表
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地震・火山防災研究ユニット 北 佐枝子

北海道下の減衰構造

■火山列
・太平洋プレートの等深線 // 火山列
・火山列のＧＡＰ地域（石狩低地帯付近）

[中川ほか，1995]

■２つの島弧（東北日本弧，千島弧）

北海道南部：千島前弧スリバー運動の為
２島弧が衝突→日高衝突帯形成

北海道下のテクトニクス・地質概要

日高変成帯

■複数の地質区分と
地質境界（走向：南北方向）
[Kimura, 1994; GSJ, 1992]

北海道の
地質境界

解析手順
①Scoda波スペクトル比法[Mayeda et al., 

2007; 染井, 2010; 和田・他, 2010]により，
各地震のコーナー周波数(fcs)を推定

②①のコーナー周波数fcsをfcpに換算後，fcp
の値を固定し，直達P波を用いてt* を推定

③t*をデータとし，波線追跡[Zhao et al., 
1992]を行い，地震波減衰構造（Ｑｐ）を推
定する

減衰構造の推定（概要）

𝑓𝑓𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 = 1.33 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠
[Sato and Hirasawa, 1973]

解析に使用したデータ
-震源およびその速度波形(15,676個)
（観測期間：1999.8-2012.1
マグニチュード： 2.0＜Ｍｊ＜6.0）

-読み取り値(東北大，防災科研，気象庁，北大)

コーナー周波数の推定の例 Ｔ＊の推定例

急

急

急

急

火山近傍

火山近傍

火山近傍

火山近傍

前弧域

前弧域

前弧域

緩

緩

緩

減衰トモグラフィーに使用した
地震の空間分布, グリッドおよび観測点配置

地震数：6,195個

t* 数: 152,285個

減衰トモグラフィーに使用したグリッド, 地震(6,195個)と
太平洋プレート上面の空間分布

観測点の分布

-速度構造，PAC表面
(Kita et al., 2010, 2012)

-モホ・コンラッド面
(Katsumata, 2010)

解像度チェック（ＣＲＴ）

●大きめのパターン
(60×80×35km)
深さ0-120km:火山列よりも背弧側
(例えばPACの150km等深線付近)
まで戻る

●小さめのパターン（20km）
深さ0-100km:前弧下のマントルウ
エッジ内で戻りがよい

Qp

Q=1000，142を配置
（スラブ内は500，1000）

水平断面図（0～20km）

• 地質境界に対応した構造が見られる．

• 日高衝突帯：低Q，内陸地震が活発

• 内陸被害地震（☆，○）：低Ｑ周辺に分布

1970
M6.71982

M7.1

空知蝦夷帯

２つの島弧の
境界

日高衝突帯

• スラブ等深線に対応した
構造がみられる

• 火山ＧＡＰ地域下：
著しい低Qではない
（深部は高Q）

背弧側：低Q
前弧側：高Q

Qp

水平断面（40-90km）

日高衝突帯の低Ｑの原因

松本（2008, 
連合大会）

Heat flow [mW/M＾2]

高密度のクラック・高間隙率を持つ衝突部
の地殻部分に，地殻流体が豊富に分布
→Over pressure状態では

1970
Mj6.7

1982
Mj7.1

●島弧会合部
・内陸地震活動：極めて活発，東西圧縮場
・地殻熱流量：低(Tanaka 2003, 松本他, 2008) 

Hi-net坑井による地
殻熱流量の空間分布

Tompkins and Christensen [1999] : 
-差応力（封圧ー間隙水圧）が小さいほど，Ｑ低下
-間隙水圧が増加するほど，Ｑ低下

低Q＝高間隙率，高密度のクラック，流体 or melt

・地殻熱流量の空間分布
[Tanaka 2003]と調和的

・ 上面地震帯
低角逆断層型地震
相似地震

火山列GAPの成因は？

日高衝突帯下の島弧地殻物質の異常な沈み込
みにより火山列ＧＡＰ地域ではマントル上昇流が
浅部まで上昇できず，

mantleが部分溶融するのに十分な温度に至っ
ていない為

・Vp, Vs [Kita et al., 2012]および
Qpより確認済み b

c

北海道下の減衰構造を推定し，その結果を詳細に検討した．

□特に深さ0-30kmでは，地質境界に対応した構造が見られた
M7クラスを含む内陸被害地震は，低Q周辺部に分布

□北海道下での火山列GAPの成因は，日高衝突帯下における島
弧地殻物質の異常な沈み込みによる局地的な温度低下では．

まとめ

（北海道東部・南部）マントルウエッジ中
に，火山に向かって伸びる低Q

北海道下での火山分布の偏り(鉛直断面図)東部

東部

南部

南部

Qp

GAP

GAP

（火山列ＧＡＰ地域下）マントルウエッジ中
の低Q： それほどはっきりしない

●

太平洋プレート 太平洋プレート太平洋プレート

1982 1982
19701970

GAP

の局地的な深部シフトの報告[Kita et al., 2010a]とも調和的

北海道東部火山列GAP下

結果
北海道下における大規模内陸
地震の発生地域の鉛直断面図
(減衰構造と速度構造との比較)

■1970年日高山脈
南部地震(Mj6.7)およ
び1982年浦河沖地
震(Mj7.1)の断層面：

＊通常の内陸地震深さ
→15km以浅 [Omuralieva et al., 2010] 

-震源深さ：日本列島下の通常の内陸
地震と比較して異常に深部
で発生(深さ20-30km)

-減衰構造：高減衰域（Qp-1大）と低減衰
域の境界に位置

-速度構造：低速度域と高速度域の境界
に位置

→日高地域の内陸大地震：

速度構造および減衰構造の急
変域に位置．

点線：見かけの応力降下量Δσを（a）1000MPa, 
(b) 100MPa, (c) 10MPa, (d) 1MPaとしたとき
の3乗則を表す式

推定した地震のコーナー周
波数と地震モーメントとの
関係図

地震・火山防災研究ユニット 海底地震津波観測網整備推進室

防災科学技術研究所は、2012年より海底光ケーブルと一体となった地震計と津波計から成る１５０の観測点を

設置して、リアルタイムで連続観測する海底地震津波観測網（S-net）の整備事業を開始しました。この観測網

の完成・運用により、東北地方太平洋沖に発生する地震と津波をより速く正確に検知して、精度の高い情報の

伝達および海域の地震像の解明に貢献することが期待されます。2014年度では６つのサブシステムのうち三陸

沖北部及び宮城･岩手沖のシステムの敷設工事を行いましたので報告します。

海底ケーブル敷設船KDDIパシ
フィックリンク（KPL） 7,960ト
ン、全長 109.0m

海洋敷設工事：三陸沖北部と宮城・岩手沖

三陸沖北部④の中央部のケーブル
ルート及び青森県側の陸揚部は漁場と
の干渉等のため一部ルートを変更

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の整備
～三陸沖北部システム及び宮城・岩手沖システムの敷設～

茨城・福島沖

三陸沖北部
２０１４年度整備

宮城・岩手沖
２０１４年度整備

房総沖 H25.7-
25.10 海洋部整備

サブシステム 観測点数
①房総沖 ２２点
②茨城・福島沖 ２６点
③宮城・岩手沖 ２６点
④三陸沖北部 ２８点
⑤釧路･青森沖 ２３点
⑥海溝軸外側 ２５点

S-netのサブシステムの概要
防災科学技術研究所

地上局B地上局A
観測網の基本構成（１セグメント）
観測装置（地震・津波計） 25 台
観測装置の間隔 30㎞
ケーブル全長 800㎞
地上局（陸揚局） 2局

陸揚げ局：
標高２０－３０ｍ
の高台に置く

漁業操業海域（１５００ｍ
以浅）では、ケーブルと
観測装置を海底下に埋
設（深さ1m程度）

観測装置（地震計と津波計の
一体化によるローコスト化）

三陸沖北部は28台、
宮城･岩手沖は26台敷設

①ケーブル障害に強いシステム： 陸上局設備の冗
長。両端給電と双方向データ伝送の採用

②インフラ障害：
非常用電源

（１週間分の燃料）

給電電圧は1.1アンペアの
定電流を給電するように
自動制御（最大3000ボル
ト出力の直流電源）

マイナス給電
１５００ボルト

プラス給電
１５００ボルト

伝送端局
給電装置
GPS時計
監視装置

海底光ケーブル

外装ケーブル 無外装ケーブル

ケーブルと観測装置の敷設工事

三陸沖北部用観測装置 宮城・岩手沖用観測装置

クレーンでトラフに移動 トラフ上を移動トラフにセット

リニアケーブルエンジンを通過 右舷シュータを通過 着水

観測装置の投入

観測装置敷設のための工夫

右舷シュータ（ノード・
ケーブル敷設に使用）

左舷シーブ（陸揚げ、
探線やケーブル同士
の接続時に使用）

シュータ上部は抵抗低減のために
ローラを設置

摩擦低減のためにプラスティック板を
トラフに設置

S-netの観測データの活用

水圧計
(津波計）

地震センサ部 光アンプ部
伝送部

観測装置: 最大水深８０００mの海底に設置可能

ベリリウム銅製の円筒型耐圧容器

数ｍｍの分解能

●複数センサーによる冗長性（海底水圧計2式、地震計4セット）
●海底通信用中継器の製造環境・技術の採用●高信頼性部品の採用
●レーザ溶接による水密構造●ベリリウム銅合金製の耐圧容器

４心フィードスルーの開発

③高信頼性の
装置

外寸: 直径34ｃｍｘ長さ22６ｃｍ 重量: 約６５０ｋｇ

KPLに格納された観測装置。左：三陸沖北部用28台
（2014年4月）。 右：宮城・岩手沖用26台（2014年10
月）。

⑥

①

②

③

④

⑤

ケーブル陸揚げ工事（岩手県宮古市）

DAケーブル（二重外装ケーブ

ル）にポリウレタン防護管を被
せて繰り出し

敷設船KPLから海底ケーブ

ルを繰り出し陸側の重機が
引き揚げる

リニアケーブルエンジンでケーブ
ルを巻き取り（宮古市中の浜）

宮古市中の浜

三陸沖北部サブシステム

④
宮古市

八戸市

宮城・岩手沖サブシステム

③
亘理町

KPL

地上回線網
EarthLAN (IP-VPN 
Network)

水深20m以浅は保護管を取り付けダイバーが埋設、２０～１５００mは鋤
埋設機で埋設、深部では海底地形の起伏に合わせて敷設船から深海
敷設する。

すき式埋設機：
水深２０m～１５０
０mの海底下で敷
設同時埋設作業。

ROV（水中ロボット）：

ケーブル敷設後の
後埋設作業、調査、
修理に使用。

陸上局装置の設置により、海底ケーブルで双方向伝送されるリアルタイム観測データは地上回線網と
接続、関係機関に送信される。これにより、地震と津波の監視、緊急地震速報や津波即時予測の高度
な技術開発、海域の地震像の解明等に活用される。

KPL船内のケーブルタ

ンク内に格納された海
底ケーブル。

陸上局設備の設置
H26.８～H27.３

コンテナ型データセンター

八戸と宮古局舎

亘理局舎 H26.9完成
（きずなぽーとわたり3階）

陸上局舎

http://www.bosai.go.jp/inline/

水中ロボット
（ROV）

ROVによる後埋設

ROVモニター

埋設機では埋
設できない区間
はROVで後埋設
作業を行う

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）

・１５０観測点に地震計と海底水圧計を装備
(海底水圧計で津波を実測）

・６つのサブシステムで構成
①～⑤の海域：約２５観測点，３０ｋｍ間隔
⑥海溝軸外側：２５観測点，６０ｋｍ間隔

・水深１５００ｍ以浅の海域ではケーブルと
観測装置を深さ１ｍ程度で海底下に埋設

マグニチュード7.5クラスの震源域程度の
拡がりに少なくとも１観測点が存在する観
測網を構築して、海陸一体的な観測を実
施。
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地震・火山防災研究ユニット

火山活動の観測予測技術開発

噴火予測システムの高度化

マグマの蓄積・移動から噴火・終息に至るまでの火山活動に関わる一連の評価・災害予測技術を研究しています．主として，
噴火予測システムの高度化，シミュレーションによる噴火メカニズムの解明と災害予測およびリモートセンシング技術を用
いた火山活動把握に関する観測予測技術開発と，これらの手法を用いた火山研究を実施しています．

基盤的火山観測網の位置 群発火山性地震・微動の震源決定高速化・高精度化

リモートセンシング技術による火山活動の把握

噴火メカニズムの解明と噴火・災害予測シミュレーション技術開発

リモートセンシング技術を利用することにより，定点観測では検出できない有用な観測情報を得ることが出来ます．主として，
航空機搭載型スペクトルスキャナ（ＡＲＴＳ），合成開口レーダー（ＳＡＲ）を用いた火山研究を実施しています.

航空機搭載型スペクトルスキャナ：ＡＲＴＳ

改良型ARTS搭載予定機 C208 単発機

センサヘッド
ユニット構成，

レイアウトを
変更

現行ARTS搭載機 B200 双発機

可視センサ

赤外センサ 可視・赤外カメラ

改良型ARTSの搭載レイアウト

当所は2006年に航空機搭載型放射伝達スペクトルスキャナ：ARTSを開発しました．ARTSは，可視域か
ら赤外域の光を，異なる421波長に分けて計測し，各波長の画像を取得できる装置です．2006～2010
年度に，ARTSによる火山観測と観測技術開発を実施しました．2011～2014年度は，ARTSの機動性を
高めるために，小型の航空機にARTSを改良して搭載する技術開発を実施しました．

岩脈貫入シミュレーション 低粘性マグマの噴火に先行するマグマ上昇と山体変形のモデル化

観測により検出された異常から，地下におけるマグマの挙動を迅速に可視化する技術開発を実施し，多様な噴火現象のメ
カニズムの解明を進めるとともに，火山災害評価のためのシミュレーションを実施しています．

高精度の観測装置を備えた基盤火山観測網を利用し，地下のマグマが地表へ向かって上昇し始めるなどの火山活動の異
常を自動検知し，地下のマグマや熱水活動をリアルタイムに自動推定するシステムの開発を進めています．

赤外センサ

近赤外センサ

可視センサ

現行ARTSセンサヘッド

亀裂内増圧に伴う腐食クラック先端部の増圧・破壊をFEMにより計算

高速データベース検索技術とシミュレータの統合による
火山リスクマネジメントシステムの開発

富士山周辺の溶岩流シミュレー
ションと建物・人流データを高速
DB化し，被害建物や人口の時間
推移を評価するシステムを開発

○開口型火道内のスラグ上昇による山体変形の計算
ストロンボリ式噴火のモデルとして考えられているス
ラグ上昇モデルに基いて，開口型火道内のスラグ上
昇に伴う山体変形を三次元境界要素法を用いた数
値計算によって求め，その時空間変化の特徴を調べ
た．

○ストロンボリ式噴火に先行する傾斜変動の特徴
ストロンボリ火山の観測で2014年6月に得られたスト
ロンボリ式噴火に伴う傾斜変動データの解析により，
噴火の数分前より火口方向の膨張を示す傾斜変動
が始まり，噴火直前の傾斜変動の方位がわずかに
変化することがわかった．数値計算との比較から，傾
斜変動の方位の変化は圧力源の重心が火道の深い
場所に移ることによるものであることがわかった．

十勝岳

有珠山

北海道駒ヶ岳

岩手山

草津白根山
那須岳

浅間山
富士山

伊豆大島

阿蘇山 三宅島

雲仙岳

霧島山

口永良部島

樽前山

小笠原硫黄島

火山では，上の図に示すように様々なタイプの火
山性地震が観測されます．噴火直前の地下のマグ
マの状態や動きを把握するためには，これらの地
震の発生地点（震源）とタイプをリアルタイムで監視
する必要があります．

高周波地震

低周波地震

火山性微動

微動源

地震計アレイから見た微動の到来方向（Ｎ６３°Ｅ～Ｎ７５ °Ｅ）

小笠原硫黄島に設置した地震計アレイと火山性微動の震動源

火山性微動の解析結果

小笠原硫黄島に複数
の地震計を集中的に
配置した「地震計アレ
イ」を設置し，そのデー
タと火山観測網のデー
タを合わせて，震源を
特定することが難しい
火山性微動の震源を
特定しました．

微動源（震源）は，硫
黄島でも特に地熱活
動が活発な場所で，火
山性微動は地熱活動
によって発生している
と考えられます．

合成開口レーダー：ＳＡＲ

合成開口レーダー（SAR）は，昼夜を問わずに，雲や噴煙を透過して地表を観測できるリモートセンシ
ング技術です．2014年5月24日には，高機能SARを搭載した日本の陸域観測技術衛星「だいち２号」
が打ち上げられました．防災科研では，だいち２号等のSARを用いて，火山活動に伴う地殻変動や地
形変化を詳細に捉えるための技術開発を進めています．

陸域観測技術衛星「だいち２号」

SAR

高度SAR解析技術の開発，だいち２号や航空機SAR等の新たなSARへの対
応等を目的として，SAR干渉解析ツール (RINC)を開発しました．RINCは他の
研究機関や大学におけるSAR解析にも用いられています．

JAXAの航空機SAR (Pi-SAR-L2)によって，３方

向から観測された画像を解析し，それらの
解析結果から三次元地表変形を求めました．
この時期の火口内の膨張は，上下変位が
卓越していることが明らかになりました．

航空機SARデータの解析陸域観測技術衛星「だいち２号」（PALSAR-2）データの解析例

小笠原硫黄島の地殻変動 長野県北部の地震に伴う地殻変動

その他，*御嶽山，*口永良部島，阿蘇山，十勝岳などの火山活動調査にも利用（*の結果は別ポスター）

新燃岳（霧島山）火口内の地表変動

平成26年11月22日に長野県北部で
発生した地震（MJMA6.7）に伴う地殻変
動を調査し，神城断層の東側で衛星-
地表間距離が短縮，西側で伸長する
変化が求まりました．

2014年5月24日
打ち上げ成功

島北部に衛星－地表間距離の相対
的な短縮，南部において伸長の変化
が見られました．過去の火山活動活
発化時においても，おおよそ同様の地
殻変動分布が観測されていました．

H-IIA24号機
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減災実験研究領域 兵庫耐震工学研究センター

実大三次元震動破壊実験施設を活用した社会基盤研究
大規模空間に設置された吊り天井の脱落被害再現実験(大空間建物実験)

■ 子供達がいる空間を地震被害から守る

学校体育館などでは，普段子供達が授業などの活動で使用していることに加え，大地震発生時に避難場所や救援拠点になることが多
いため，建物そのもののみならず，建物内部も地震とその後の余震に対してより安全であることが求められている。しかしながら，東日本
大震災では，吊り天井等の脱落被害が多数発生しており，その対策が求められている。防災科研では，平成26年1月および2月に，天井が
脱落被害に至るメカニズムの解明と脱落防止技術向上を目指し，世界最大の面積を持つ天井試験体を設置した実大規模体育館試験体
によるＥ－ディフェンス震動台実験を実施した。

■ 大規模空間を有する吊り天井を持つ実大体育館試験体

震動台 15m×20m

18.6 m
30.0 m

バスケットコート

15 m

28 m

バレーコート

9 m

18 m

9.09m

6.3m
18.6m

30m

シングル野縁19形@364mm

ダブル野縁19形@1820mm

野縁受け19形@1000mm

1500mm

9.5mm石こうボード+9mm岩綿吸音板

3@3100mm
=9300mmY1 Y2 Y3 Y4

クリアランス 60mm以上

クリアランス
120mm以上

クリアランス 60mm以上

2.2G耐震天井 1.1G耐震天井
JIS材を主たる
部材とした天井

より高強度な部材
を使用した天井

シングル野縁
19形@303mm

ダブル野縁
19形@910mm 野縁受け19形

@1000mm

斜め部材 27組
[-40x20x1.6

ダブル野縁25形(t=0.8)@303mm
野縁受け [-40x20x1.6

斜め部材 30組 C-50x25x10x1.6
ブレースを受ける準構造部材
H100x100

未対策天井
地震に対する対策のない既存の天井を模擬した天井

耐震天井
平成26年4月より施行された技術基準に基づく脱落防止対策が施された天井

■ 実験により明らかになった被害メカニズム

未対策天井は、天井の周囲など
の隙間(クリアランス)や斜め部材な
どによる振れ止めのない天井で，屋
根勾配に平行になるよう施工されて
いたため，天井が地震力を受けるこ
とにより頂部が持ち上がるような力
が生じ，浮き上がった。これによりハ
ンガーと呼ばれる天井をつり下げる
金具が外れ，外れたハンガーの周
囲の金具の負担が増加した結果，
これらの部材を接合する金具の破
損が次々と生じ脱落するというメカ
ニズムを明らかにした。

耐震天井では，各接合部の強度
が向上し，各部材が正しく緊結され
ると同時に，天井面の揺れを抑える
ための斜め部材が取り付けられると
ともに，天井面の揺れが揺れても周
囲の壁等への衝突を回避できるよう
隙間(クリアランス)が設けられている。
今回の実験により，各金具・部材の
耐力評価により，各天井の耐震性
能を評価できること，各金具・部材
の耐力のバランスにより仕上げ材が
脱落に至るメカニズムが異なってい
ることを明らかにした。

未対策天井が中地震レベル
の揺れを受けた場合

耐震天井が設計想定以上の
大地震レベルを受けた場合
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